
　○　標準財政規模

　　　　地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもので、標準税収

　　　入額等に普通交付税を加算した額をいう。

　　　　なお、地方財政法施行令附則第１２条第２項の規定により、平成２１年度までの特例として、臨時財政

　　　対策債（地方一般財源の不足に対処するため、投資的経費以外の経費にも充てられる地方財政法第５条の

　　　特例として発行される地方債）の発行可能額についても含まれている。

《１．一般会計等の財政状況》

　　　　歳入決算総額から歳出決算総額を差し引いた歳入歳出差引額。

　　　　当該年度に属すべき収入と支出との実質的な差額をみるもので、形式収支から、翌年度に繰り越すべき

　　　継続費逓次繰越（継続費の毎年度の執行残額を継続最終年度まで逓次繰り越すこと）、繰越明許費繰越（

　　　歳出予算の経費のうち、その性質上又は予算成立後の事由等により年度内に支出を終わらない見込みのも

　　　のを、予算の定めるところにより翌年度に繰り越すこと）等の財源を控除した額。

《２．公営企業会計等の財政状況 ／ ３．関係する一部事務組合等の財政状況》

　　　　地方公共団体が経営する企業をいい、法適用企業と法非適用企業に分類される。財政健全化法において

　　　は、地方公営企業法の全部又は一部を適用している事業は法適用企業、地方財政法第６条の規定により特

　　　別会計を設けて事業の経理を行っている公営企業であって法適用企業以外のものは法非適用企業と定義づ

　　　けられている。

　　　　公営企業の経理は特別会計を設けて行うこととされており、その特別会計を公営企業会計という。法適

　　　用企業の公営企業会計は、企業会計方式により経理が行われ、法非適用企業は、一般会計と同様、地方自

　　　治法に基づく財務処理が行われる。

　　　　地方自治法に基づき、地方公共団体が、その事務の一部を共同して処理するため、これらの地方公共団

　　　体を構成員として設立する組合。

　（参考）財政状況等一覧表における用語について

　　　　総収益から総費用を差し引いた額。純損益の数値がプラスであれば「純利益」、マイナスであれば「純

　　　損失」と呼び、地方公営企業決算ではそれぞれを黒字、赤字と呼ぶ。

　○　形式収支

　○　実質収支

　○　公営企業（法適用企業・法非適用企業）

　○　一部事務組合

　○　純損益
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《４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況》

　　　　一般的に国や地方公共団体の公共部門（第一セクター）と民間部門（第二セクター）との共同出資で設

　　　立された事業主体を指す。

　　　　財政状況等一覧表においては、当該地方公共団体が出資する会社法法人、社団・財団法人、地方三公社、

　　　地方独立行政法人のうち、当該団体が単独で（迂回出資分を含め）２５％以上出資するもの若しくは当該

　　　団体が財政支援（補助金、貸付金、債務保証、損失補償）を実施しているものを掲載している。

《５．充当可能基金の状況》

　　　　地方公共団体における年度間の財源の不均衡を調整するための基金。

　　　　地方債の償還を計画的に行うための資金を積み立てる目的で設けられる基金。

《６．財政指標の状況》

　　　　地方交付税法の規定により算定した基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去３ヶ年間

　　　の平均値。地方公共団体の財政力を示す指数として用いられる。

　　　　地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標で、人件費、扶助費、公債費のように毎年度経

　　　常的に支出される経費（経常的経費）に充当された一般財源の額が、地方税、普通交付税を中心とする毎

　　　年度経常的に収入される一般財源（経常一般財源）の総額に占める割合。なお、平成１３年度から、減税

　　　補てん債と臨時財政対策債を、平成１９年度からは減収補てん債特例分と臨時財政対策債を経常一般財源

　　　に加えた経常収支比率を用いている。

　　　　一般的に、町村にあっては７０％程度、市にあっては７５％程度が妥当と考えられ、これが各々５％を

　　　超えると弾力性を失いつつあると考えられる。

　　　　実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率の４つの財政指標の総称。地方公

　　　共団体は、この健全化判断比率のいずれかが一定基準以上となった場合には、財政健全化計画又は財政再

　　　生計画を策定し、財政の健全化を図らなければならないこととされている。

　○　健全化判断比率

　○　経常収支比率

　○　財政力指数

　○　減債基金

　○　第三セクター

　○　財政調整基金
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　　　　当該地方公共団体の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率。

　　　　福祉、教育、まちづくり等を行う地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化

　　　の度合いを示す指標。

一般会計等の実質赤字額

実質赤字比率 ＝

　標準財政規模

　　　　　・一般会計等の実質赤字額：一般会計及び特別会計のうち普通会計に相当する会計における実質赤字

　　　　　　の額

　　　　　・実質赤字の額＝繰上充用額＋（支払繰延額＋事業繰越額）

　　　　公営企業会計を含む当該地方公共団体の全会計を対象とした実質赤字額又は資金の不足額の標準財政規

　　　模に対する比率。

　　　　すべての会計の赤字や黒字を合算し、地方公共団体としての赤字の程度を指標化し、地方公共団体全体

　　　としての財政運営の悪化の度合いを示す指標。

連結実質赤字額

連結実質赤字比率 ＝

 標準財政規模

　　　　　・連結実質赤字額：イとロの合計額がハとニの合計額を超える場合の当該超える額

　　　　　　イ　一般会計及び公営企業（地方公営企業法適用企業・非適用企業）以外の特別会計のうち、実質

　　　　　　　赤字を生じた会計の実質赤字の合計額

　　　　　　ロ　公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額

　　　　　　ハ　一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額

　　　　　　ニ　公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額

　　　　当該地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模を基本とした額

　　　（標準財政規模から元利償還金等に係る基準財政需要額算入額を控除した額。将来負担比率において同

　　　じ。）に対する比率。

　　　　地方債協議制度の下で、１８％以上の団体は、地方債の発行に際し許可が必要となる。さらに、２５％

　　　以上の団体は地域活性化事業等の単独事業に係る地方債が制限され、３５％以上の団体は、これらに加え

　　　て一部の一般公共事業債等についても制限されることとなる。

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－

　（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

実質公債費比率 ＝

（３か年平均） 標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

　　　　　・準元利償還金：イからホまでの合計額

　　　　　　イ　満期一括償還地方債について、償還期間を３０年とする元金均等年賦償還とした場合における

　　　　　　　１年当たりの元金償還金相当額

　　　　　　ロ　一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充て

　　　　　　　たと認められるもの

　　　　　　ハ　組合・地方開発事業団（組合等）への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地方債の償還

　　　　　　　の財源に充てたと認められるもの

　　　　　　ニ　債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの

　　　　　　ホ　一時借入金の利子

　○　連結実質赤字比率

　○　実質公債費比率

　○　実質赤字比率
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　　　　地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、当該地方公共団体の一般会計等が将来

　　　負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした額に対する比率。

　　　　地方公共団体の一般会計等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残

　　　高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合いを示す指標。

将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額

　　　　　　　　　　＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）

将来負担比率 ＝

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

　　　　　・将来負担額：イからチまでの合計額

　　　　　　イ　一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高

　　　　　　ロ　債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第５条各号の経費に係るもの）

　　　　　　ハ　一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額

　　　　　　ニ　当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見込額

　　　　　　ホ　退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の負担見込額

　　　　　　ヘ　地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額、その者のために債務を負担している場合の当

　　　　　　　該債務の額のうち、当該法人等の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額

　　　　　　ト　連結実質赤字額

　　　　　　チ　組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額

　　　　地方公共団体が、財政収支が不均衡な状況その他の財政状況が悪化した状況において、自主的かつ計画

　　　的にその財政の健全化を図るべき基準として、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債比率及び将来

　　　負担比率のそれぞれについて定められた数値。

　　　　地方公共団体が、財政収支の著しい不均衡その他の財政状況の著しい悪化により自主的な財政の健全化

　　　を図ることが困難な状況において、計画的にその財政の健全化を図るべき基準として、実質赤字比率、連

　　　結実質赤字比率及び実質公債費比率のそれぞれについて、早期健全化基準を超えるものとして定められた

　　　数値。

　○　財政再生基準

　○　将来負担比率

　○　早期健全化基準
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　　　　当該地方公共団体の公営企業ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率。

　　　公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較して指標化し、経営状態の悪化

　　　の度合いを示す指標。

資金の不足額

資金不足比率 ＝

 事業の規模

　　　　　・資金の不足額：

　　　　　　資金の不足額（法適用企業）　＝（流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　した地方債の現在高－流動資産）－解消可能資金不足額 　　　　

　　　　　　資金の不足額（法非適用企業）＝（繰上充用額＋支払繰延額・事業繰越額＋建設改良費等以外の経

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　費の財源に充てるために起こした地方債現在高）－解消可能資金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　不足額

　　　　　　※　解消可能資金不足額：

　　　　　　　　事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的に資金の不足額が生じる等の事情がある場合にお

　　　　　　　　いて、資金の不足額から控除する一定の額。

　　　　　　※　宅地造成事業を行う公営企業については、土地の評価に係る流動資産の算定等に関する特例が

　　　　　　　　ある。

　　　　　・事業の規模：

　　　　　　事業の規模（法適用企業）　＝営業収益の額－受託工事収益の額

　　　　　　事業の規模（法非適用企業）＝営業収益に相当する収入の額－受託工事収益に相当する収入の額

　　　　　　※　指定管理者制度（利用料金制）を導入している公営企業については、営業収益の額に関する特

　　　　　　　　例がある。

　　　　　　※　宅地造成事業のみを行う公営企業の事業の規模については、「事業経営のための財源規模」

　　　　　　　　（調達した資金規模）を示す資本及び負債の合計額とする。

　　　　地方公共団体が、自主的かつ計画的に公営企業の経営の健全化を図るべき基準として、資金不足比率に

　　　ついて定められた数値。

　○　資金不足比率

　○　経営健全化基準
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